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増税額（平年度ベース） 

２００４年 １月 配偶者特別控除の廃止 所得税 4790億円 

６月 住民税均等割の市町村規模による区別解消（2004年度分） 住民税 216億円 

２００５年 ６月 配偶者特別控除の廃止 住民税 2554億円 

６月 住民税均等割の妻の非課税措置の廃止（2005年度分） 住民税 161億円 

１月 公的年金等控除の縮小 所得税 1160億円 

１月 老年者控除の廃止 所得税 1240億円 

２００６年 １月 定率減税の半減 所得税 1兆2520億円 

６月 定率減税の半減 住民税 3880億円 

６月 公的年金等控除の縮小 住民税 423億円 

６月 老年者控除の廃止 住民税 1003億円 

６月 高齢者の住民税非課税限度額廃止（～2008年度） 住民税 171億円 

６月 住民税均等割の妻の非課税措置の廃止（2006年度分） 住民税 161億円 

２００７年 １月 定率減税の全廃 所得税 1兆3060億円 

６月 定率減税の全廃 住民税 4274億円 

4兆5613億円 

≪所得税･個人住民税の負担増（2004年度～2007年度）≫ 

2004年～2007年の負担増合計 

項目 実施時期


